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１ . はじめに  

本研究ではプラスチック削減のために日本全国で2020年7月に実施されたレジ袋有料化

に関して、レジ袋に使用される材料に焦点を当てて政策効果の検証を行った。この有料化

政策は海洋プラスチック問題解決および国内でのプラスチック廃棄物削減のために日本の

ほぼ全ての事業者を対象に実施されている。政策効果を分析するためには処置群と対照群

に分類し、差分の差分法などの因果推論を行う必要があるが、ほぼ全ての事業者が今回の

レジ袋有料化の対象となる今回の事例では、企業データを基に直接推定することは非常に

困難であると考えられる。したがって、本研究ではレジ袋のプラスチック材料の種類に着

目し、レジ袋有料化政策がレジ袋材料の販売量に与えた影響の分析を行うことで、間接的

にレジ袋有料化によるレジ袋の削減効果の推定を目的としている。  

 

２ . 分析方法  

本研究では経済産業省が公表する「経済産業省生産動態統計調査」のプラスチック材料

に関する2007年1月から2022年12月までの月次データを用いて分析を行った。レジ袋有料

化政策の効果を分析するために、デパート、スーパーなどで配布されるショッピングバッ

グなどのレジ袋の材料である包装用フィルムを処置群、それ以外の類似のプラスチックフ

ィルム材料類を対照群に分類している。レジ袋有料化がこの包装用フィルム販売量に与え

た影響を分析することで、有料化が使用されるレジ袋量に与えた影響を推定している。本

研究では、以下の推定式より DID 分析を用いて上記効果の推定を行う。  

𝑆𝑖𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑃𝑟𝑖𝑐𝑒𝑖𝑡 + 𝛽2𝐼𝑛𝑑𝑒𝑥𝑖𝑡 + 𝛽3𝐼𝑚𝑝𝐶ℎ𝑎𝑟𝑔𝑒𝑖𝑡 + 𝛽4𝐼𝑚𝑝𝑜𝑟𝑡𝑏𝑎𝑛𝑖𝑡 + 𝛽5𝐶ℎ𝑎𝑟𝑔𝑒𝑖𝑡 + 𝛽6𝑇𝑖𝑚𝑒𝑖𝑡

+ 𝛽7𝑇𝑖𝑚𝑒2𝑖𝑡 + 𝛽8𝑇𝑖𝑚𝑒𝑖𝑡 × 𝐶ℎ𝑎𝑟𝑔𝑒𝑖𝑡 + 𝛽9𝑇𝑖𝑚𝑒2𝑖𝑡 × 𝐶ℎ𝑎𝑟𝑔𝑒𝑖𝑡 + 𝛿𝑖 + 𝜆𝑡 + 𝜀𝑖𝑡 

𝑆𝑖𝑡：各種プラ販売量、𝑃𝑟𝑖𝑐𝑒𝑖𝑡：プラ平均価格、 𝐼𝑛𝑑𝑒𝑥𝑖𝑡：鉱工業生産指数、 𝐼𝑚𝑝𝐶ℎ𝑎𝑟𝑔𝑒𝑖𝑡：レ

ジ袋有料化実施ダミー、 𝐼𝑚𝑝𝑜𝑟𝑡𝑏𝑎𝑛𝑖𝑡：廃プラ輸入禁止ダミー、𝐶ℎ𝑎𝑟𝑔𝑒𝑖𝑡：レジ袋有料化ダ

ミー、𝑇𝑖𝑚𝑒𝑖𝑡：経過年数、𝑇𝑖𝑚𝑒2𝑖𝑡：経過年数（2乗）、𝑇𝑖𝑚𝑒𝑖𝑡 × 𝐶ℎ𝑎𝑟𝑔𝑒𝑖𝑡：経過年数×レジ袋

有料化ダミー、𝑇𝑖𝑚𝑒2𝑖𝑡 × 𝐶ℎ𝑎𝑟𝑔𝑒𝑖𝑡：経過年数（2乗）×レジ袋有料化ダミー、𝛿𝑖：プラスチ

ック材料ダミー、𝜆𝑡：年次ダミー、 𝜀𝑖𝑡：誤差項  
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３ . 分析結果  

本分析結果より、レジ袋有料化による包装用フィルムの販売量への影響はマイナスで統

計的に有意であった。モデル (1)と (2)では、レジ袋有料化政策以降、包装用フィルムの販

売量が毎月およそ5400トン減少している結果が得られた。この包装用フィルム減少が全て

レジ袋の減少に貢献し、レジ袋が1枚10グラムであると仮定した場合、レジ袋有料化が実

施により年間でおよそ6億5,000万枚のレジ袋が削減されたことを意味する。  

さらに、モデル (3)と (4)の結果では、レジ袋有料化の実施後の時間の経過も加味してい

る。これは、有料化実施後の効果の変動を分析しており、一部の結果において有料化後に

1次の項でプラスに有意であるため、有料化実施後に販売量は増加する可能性が示唆され

た。したがって、得られた結果より、レジ袋有料化に伴いレジ袋の材料である包装用フィ

ルムの販売量が導入当初においては大幅に減少するが、その後徐々にその減少効果は弱ま

っていき、包装用フィルムの販売量が増加した可能性があると言える。これはある種のリ

バウンド効果がこのレジ袋有料化において発生していると言えるだろう。  

４ . 結論  

本研究では、2020年7月に日本で実施されたレジ袋有料化政策によるレジ袋の削減効果

を推定した。レジ袋有料化政策による包装用フィルムの販売量の減少の結果より、今回の

有料化政策に一定のレジ袋の削減効果が存在することが確認できた。ただし、推定結果で

は時間の経過に伴い有料化の効果が徐々に失われる傾向も示唆されたため、今後もさらな

る削減政策の実施・検証を行い、レジ袋などのプラ製品の削減を行う必要がある。  
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表 1 分析結果（一部結果抜粋）  

 (1)  (2)  (3)  (4)  

Charge  
-5476.4247***  -5372.0612***  -8460.5124***  -8380.6259***  

[698.9808]  [723.3244]  [2043.3771]  [2123.8762]  

Time×Charge  
  506.1618*  507.883  

  [300.4759]  [312.2867]  

Year-by-Month FE  NO  YES  NO  YES  

Year FE + Month FE  YES  NO  YES  NO  

Adj-R-squared  0.3262  0.2794  0.3333  0.2799  

N  1152  1152  1152  1152  

* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01. Standard errors are in parentheses.  


